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多国籍企業による垂直的技術移転に関する先行研究には、Pack and Saggi（2001）, Goh（2005）, 
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を基にしている。受入国には、最終財企業 1 社と中間財企業 2 社が存在しており、受入国内市
場における最終財に対する需要関数を q=a－p とする。q と p は、それぞれ最終財の需要量と価
格を示し、a は市場規模を表すパラメータとする。最終財を 1 単位生産するためには、中間財を
1 単位投入しなければならないとする。このため、中間財価格を w、中間財を最終財に加工す
るコストを cL とすると、最終財企業の単位生産コストは w ＋ cL となる。L の添え字は受入国




る最終財生産の単位生産コストは w+cM になるとする。cM は多国籍企業の中間財加工コストで
あり、M の添え字は多国籍企業を意味する。多国籍企業は現地企業より優れた加工技術を持っ
ており、cM<cL が成立するものとする。




多国籍企業は、受入国に進出する際、受入国内の中間財企業 1 社もしくは 2 社に垂直的技術
移転を行うことによって、取引企業の中間財生産の単位コストを d 引き下げることができる。
Lin and Saggi（2007）では、d は外生変数として扱われていたのに対し、本論文では d の値は
多国籍企業の利潤最大化行動によって内生化される。垂直的技術移転のコストは、中間財企業
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第 1 段階と第 2 段階における多国籍企業と中間財企業の行動と、それによって第 3 段階で実
現する多国籍企業と中間財企業との取引形態の関係を図 1 に示す。
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形態は、第 2 段階までの両企業の行動によって決まるため、第 2 段階で実現可能な各取引形態
について分析を行う。第 1 項では、多国籍企業が中間財企業と排他条件付取引契約を結ばない
ときの取引形態 MK1, MK2 および MK0 について、続く第 2 項では、多国籍企業が中間財企業
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ここで、取引形態 MK2, EX1, EX2 における垂直的技術移転水準の大小関係を明らかにして
おく。（4）,（11）,（15）より、次の補題が成立する。
補題1
仮定 1 と仮定 2 が成立しているとする。このとき、（1）max{0,C(γ)}<ΔcM/α<min{A(γ),B(γ)} の場
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以外の場合は 1 社と契約するときの方が技術移転水準は高くなることを示している。
これは次のような理由による。垂直的技術移転を中間財企業 1 社に行う場合と 2 社に行う場
合を比較すると、技術移転の限界費用は 2 社に技術移転を行うときの方が高くなるが、2 社と契
約を結ぶときの方が限界粗利潤は高くなる。これは、中間財企業 1 社と排他条件付取引契約を
結ぶときと比べて 2 社と契約を結ぶ方が競争制限効果は強く働くためである。このように、限








本節では、第 1 段階と第 2 段階における多国籍企業と中間財企業の行動によって実現する両
企業の取引形態を導出する。まず、第 1 段階で多国籍企業が中間財企業 1 社に排他条件付取引
契約の締結を条件に垂直的技術移転を申し出る場合の、第 2 段階における中間財企業の行動に
ついて考える。中間財企業が多国籍企業の申し出を受け入れた場合、第 3 段階における取引形
態は EX1 となることから、中間財企業の利潤は ΠMEK1(dEX1) となる。これに対し、技術移転の
申し出を断る場合、取引形態は MK0 となるため、中間財企業の利潤は ΠiMK0 となる。（6）と
（12）より、ΠMEK1(dEX1)>ΠiMK0 となることから、第 1 段階で多国籍企業が中間財企業 1 社のみに
排他条件付取引契約を条件とした垂直的技術移転を申し出る場合、第 2 段階において中間財企
業は技術移転を必ず受け入れることがわかる。
次に、第 1 段階で多国籍企業が中間財企業 2 社に排他条件付取引契約を条件とした垂直的技
術移転を申し出る場合の、第 2 段階における中間財企業の行動を考える。第 2 段階における各
中間財企業の行動とそのときの利潤との関係は表 1 のようになる。
表1：中間財企業2社に排他条件付取引契約を条件とした技術移転が提示された場合の中間財企業の行動と利潤の関係
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社に技術移転を行う方が 1 社に行うよりも多国籍企業の得る総利潤は大きくなるために、第 1 段
階で排他条件付取引契約を条件とせずに垂直的技術移転を申し出る場合、多国籍企業は中間財企





TPEX2(dEX2) となるが、（16）が満たされない場合、多国籍企業の得る総利潤は TPEX1(dEX1) なる。
（4）,（11）,（15）より、TPMK2, TPEX1, TPEX2 の大小関係について、次の補題が成立する。
補題2
仮定 1 と仮定 2 が成立しているとする。このとき、（1）0 侑 ΔcM/α<max{0,D(γ)} の場合、TPMK2(
dMK2)<TPEX1(dEX1)<TPEX2(dEX2)、（2）max{0,D(γ)}<ΔcM/α<min{B(γ),E(γ)} の場合、TPEX1(dEX1)<T
PMK2(dMK2)<TPEX2(dEX2)、（3）E(γ)< ΔcM/α<min{A(γ),B(γ)} の場合、TPEX1(dEX1)<TPEX2(dEX2)<TPM
K2(dMK2) と な る。 た だ し、D(γ)={－4(1503γ－304)+ 34(225γ－32)1/2(81γ－4)1/2}/(22041γ－3616)、
E(γ)={－4(18γ－7)+14(9γ－1)1/2(81γ－4)1/2}/{15(51γ－7)} とする。
























Q j(j=EX2,MK2) は、取引形態 j における中間財（最終財）の総生産量を示している。
両取引形態における需要曲線を図示したものが図 3 である。図 3 より、取引形態 MK2 のとき
の方が中間財に対する需要曲線の傾きが緩くなることがわかる。これは、最終財市場における競
争は取引形態 MK2 のときの方が激しいために、中間財価格下落に対する最終財の生産量（中間
財の需要量）の増加は、取引形態 MK2 のときの方が大きくなるからである。図 3 は、多国籍企
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このことを図示したものが図 4 となる。図 4 の（a）と（b）は、ともに垂直的技術移転水準
が低い時は取引形態 MK2 のときの方が総利潤は大きく、垂直的技術移転水準がある程度高くな
ると取引形態 EX2 の方が総利潤は大きくなることを示している。図 4（a）は多国籍企業と現
地企業の生産性格差が十分大きくないために、垂直的技術移転水準が低い時の両取引形態の総
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取引形態 MK2 と EX1 のときの多国籍企業の最大総利潤の比較についても同様な議論が成り
立つ。ただし、取引形態 EX1 のときの多国籍企業の最大化された総利潤は取引形態 EX2 のと
きと比べて小さくなるため、取引形態 EX1 のときの最大総利潤が取引形態 MK2 のときを上回
るのは、垂直的技術移転の効率性が非常に高く、総利潤を最大化する垂直的技術移転水準 dEX1
が dMK2 に比べて極めて大きくなるときに限られる。
補題 2 より、第 1 段階における多国籍企業の選択とそれによって実現する取引形態について、
次の命題が成立する。
命題1
仮定 1 と仮定 2 が成立しているとする。このとき、（1）0<ΔcM/α<max{0,C(γ)} または E(γ)<ΔcM/
α<min{A(γ),B(γ)} の場合、第 1 段階で多国籍企業は中間財企業 2 社に対して排他条件付取引を条
件とせずに垂直的技術移転を申し出て、取引形態 MK2 が成立する。（2）max{0,C(γ)}<ΔcM/
α<min{E(γ),B(γ)} の場合、第 1 段階で多国籍企業は中間財企業 2 社に対して排他条件付取引契約
の締結を条件に垂直的技術移転を申し出て、取引形態 EX2 が成立する。
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とを防ぐことができないために、’ やむをえず ’ 排他条件付取引契約の締結を条件とせずに垂直
的技術移転を行うことを選択するのである。
また、図 5 より、垂直的技術移転の効率性が高くなる（γ の値が低くなる）ほど、多国籍企業
は中間財企業 2 社に排他条件付取引契約を結ぶことを選択することがわかる。これは、垂直的
技術移転の効率性が高くなるほど、両取引形態における技術移転水準 dMK2 と dEX2 の差が大きく
なるためである。
5.経済厚生分析と排他条件付取引規制に関する政策分析
本節では、第 1 段階と第 2 段階における多国籍企業と中間財企業の行動によって実現する取引
形態が、受入国の経済厚生上望ましいものになるかどうかを検討する。受入国の経済厚生は、現
地企業と中間財企業の得る利潤および消費者余剰の合計によって表され、第 3 段階で実現する
取引形態によってその大きさが異なる。第 3 段階において取引形態 j が成立するときの受入国
内市場における消費者余剰の大きさは、(q j)2/2 となる（j=MK2, EX1, EX2）。ただし、qj は取引
形態 j が成立するときの最終財（中間財）の総生産量を示す。このとき、取引形態 j が成立する
ときに実現する受入国の経済厚生 Wj は、それぞれ以下のようになる。
図5：均衡において実現する取引形態
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命題 2 の証明および F(γ), G(γ) の値については、Appendix.2 で示す。命題 2 を図示したものが
図 6 である。命題 2 は、技術移転の効率性がそれほど高くなく、多国籍企業と現地企業の生産
性格差がそれほど大きくないとき（ΔcM/α 侑 max{0,F(γ)}）には取引形態 MK2 が、そうでないと
きには取引形態 EX1 が受入国にとって経済厚生上最も望ましい取引形態になることを示して
いる。






取引形態 EX1 と MK2 における経済厚生の比較は、次のように考えられる。排他条件付取引
図6：多国籍企業と中間財企業の取引形態と受入国の経済厚生
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取引形態 EX2 と MK2 における経済厚生の大小関係も、同様に考えることができる。ただし、
取引形態 EX2 のときの方が競争制限効果は強くなるため、取引形態 MK2 のときよりも経済厚
生が高くなるためには、より強い効率向上効果が働くように、さらに両企業の生産性格差が拡
大するか、技術移転の効率性が高くなる必要がある（ΔcM/α>max{0,G(γ)}）。
命題 1 と命題 2 より、利潤最大化に基づいて多国籍企業が第 1 段階で選択する中間財企業と
の取引形態は、多国籍企業と現地企業の生産性格差が極めて小さいとき（図 7 内の（i）の領域）
を除いて、受入国の経済厚生を最大にする取引形態とはならないことがわかる。むしろ、多く































いて考える。このとき、多国籍企業は取引形態 EX2 を選択することはできないが、EX1 を選
択することは可能となる。
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ない。しかし、技術移転の効率性が極めて高く、多国籍企業と現地企業の生産性格差が小さい
場合（図 7 の (e),(f),(h) の領域）、多国籍企業の行動は規制の厳格さによって変化するため、受入
国の経済厚生に与える影響も規制の厳格さの程度によって変わってくる。命題 2 より、この場
合、厳格な規制に比べて柔軟な規制の方が受入国の経済厚生は高くなることがわかる。これは、
取引形態 EX1 のときの方が取引形態 EX2 のときと比べて競争制限効果が弱くなっている一方
で、dEX1>dEX2 となることから効率向上効果は高くなっているためである。このように、規制の
厳格さの程度によって多国籍企業の行動が変わるような場合には、政策当局はより緻密に「合


































本論文で用いられている経済厚生 Wj に技術移転を行う企業の得る総利潤 TPj(dj)（ただし、
j=MK2, EX1, EX2）を加えた市場で発生する総余剰を用いて経済厚生分析を行わなければなら
ない。





EX2 や MK2 のときの方が大きくなるためである。
図 8 より、国内企業が垂直的技術移転を行うケースでは、技術移転の効率性が低く効率向上
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を受ける必要条件となっていないことを示した Mollgaard and Lorentzen（2004）による実証分
析の結果とも整合的である。
特に興味深い点は、多国籍企業と現地企業の生産性の差がある程度大きくなる場合、多国籍
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まずは TPMMK2(dMK2) と TPMEX1(dEX1) の比較を行う。（4）と（11）より、両者の差は次のよう
になる。
（A.1）より、0<ΔcM /α<min{A(γ), B(γ)} において、ΔcM /α>max{0,D(γ)} のとき TPMMK2(dMK2) > 
TPMEX1(dEX1) となることがわかる。
次に、TPMEX2(dEX2) と TPMEX1(dEX1) の比較を行う。（11）と（15）より、両者の差は次のよう
になる。
（A.2）より、0<ΔcM /α<min{A(γ), B(γ)} において、必ず TPMEX2(dEX2)>TPMEX1(dEX1) ことがわかる。
最後に TPMEX2(dEX2) と TPMMK2(dMK2) の比較を行う。（4）と（15）より、両者の差は次のよう
になる。
（A.3）より、0<ΔcM /α<min{A(γ), B(γ)} において、ΔcM /α<E(γ) のとき TPMEX2(dEX2)>TPMMK2(dMK2)
となることがわかる。
以上のことをまとめることによって補題 2 が導出される。 （証明終わり）












































（A.7）より、max{0,F(γ)}<ΔcM /α<min{A(γ), B(γ)} において、WEX1>WMK2 となることがわかる。た
だし、
である。
次に、WEX2 と WEX1 の比較を行う。（A.5）と（A.6）より、両者の差は次のようになる。
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（A.9）より、0<ΔcM /α<min{A(γ), B(γ)} において、常に WEX1>WEX2 であることがわかる。
最後に、WMK2 と WEX2 の比較を行う。（A.4）と（A.6）より、両者の差は次のようになる。
（A.10）より、0<ΔcM /α<max{0, G(γ)} のとき、WMK2>WEX2 であることがわかる。ただし、
である。以上のことをまとめると、命題 2 が導出される。 （証明終わり）
注
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の生産性が向上するという ”forced-linkage effects” が指摘されている。
5） 日米欧の競争法における排他条件付取引規制の動向については滝川（2010）第 12 章を参照。
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排他条件付取引のもたらす投資促進効果について解説している日本語の文献には北村（2015）があ
る。
9） このようなケースの先行研究には、Comanor and Rey（2000）, Kitamura et al.（2016）などがある。
ただし、これらの研究では排他条件付取引契約の持つ競争制限効果が分析されており、効率向上効果
は考慮されていない。
   
  
  




















































11） このことは（3）と（14）より wEX2(d )－wMK2(d)=ΔcM/6 となることからも明らかである。
12） （1）と（13）より、ΔcM>2(α+d)/5 のとき πMMK2(d)>πMEX2(d) が成立する。
13） た だ し、 両 取 引 形 態 に お い て 実 現 す る 中 間 財 価 格 wEX2(dEX2) を wMK2(dMK2) 比 較 す る と
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Multinational Firms, Exclusivity, 
and Vertical Technology Transfer
Yoshifumi OKAWA
Abstract
This study analyzes the effects of a multinational firm’s decision to enter into contractual relationships 
with its local suppliers on the host country’s economic welfare using a successive Cournot model with 
endogenous vertical technology transfer（VTT）. In our model, a multinational firm makes three decisions: 
How many suppliers does it conduct VTT with? What is the degree of VTT being conducted with them? 
Does it require fulfilling certain exclusivity clauses in a contract for VTT? We obtain the following re-
sults:（1）A relationship in the form of an exclusive or non-exclusive contract between a multinational firm 
and its local suppliers depends on the degree of cost advantage the firm has over its local competitors 
and the cost efficiency of VTT.（2）A contractual relationship at the market equilibrium might not be the 
one that maximizes the host country’s economic welfare.（3）The host country can improve its welfare by 
restricting exclusive contracts; however, its welfare is reduced if it restricts them when the cost efficien-
cy of VTT is high.
Keywords:  Multinational Firm, Vertical Technology Transfer, Successive Cournot Model, 
Exclusive Dealing, Competition Law
